
1 GHG削減可視化システム（以下、可視化システム）の整備経緯

令和４年度から３カ年にわたり、肉用牛生産の牧場へ赴いての実態把握、経営影響
評価、IoTを活用した情報収集・交換、可視化システムへの入力データ等の収集等を
行うことにより可視化システムの整備につなげた。

　①可視化システムの基本的概念の整理
②GHG削減関連情報の解析

　　•日本国温室効果ガスインベントリ報告書2022年
　　•J-クレジット制度について方法論　農業／森林
　　•方法論AG-002（ver.1.2）家畜排せつ物管理方法の変更
　　•温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度（環境省、EEGS）
　　•温室効果ガス排出量選定・報告マニュアル（畜産編）平成23年７月
　　•牛の個体識別情報検索サービス　　ほか
③②の解析結果に基づく、GHG削減政策計算ロジックの検討・整備

　④肉用牛生産におけるGHG削減実用技術等の調査・整理
⑤利用生産者等への情報提供の方法の検討

　�　Python3の運用環境が整った利用者等へのプログラム（ver.1.02）の提供、専用
サーバーを通じた自動計算システムの構築等の方法を検討したものの、昨今のサー
バーを巡る厳しい状況等を総合的に判断し、当面、事業実施主体に相談窓口担当者
を設けつつ利用者等のニーズ等に適切に対応することとした。
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図1　可視化システムのイメージ

図2　GHG削減実用技術計算ロジック

GHG削減効果の見える化のイメージ
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GHG削減実用技術計算ロジック

(*1) 林野庁より https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/con_5.html A1参照
(*2)日本国温室効果ガスインベントリ報告書2023 より、GWP:温暖化効果ガスのもたらす温室効果ガスの程度をCO2
の当該程度に対する比で示した係数 CH4は GWP25

(*3) Jクレジット方法論番号 AG-006 Ver.1.0
(*4) 環境省事例 https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/assets/preceding-region/3rd-DSC-kekka-gaiyo.pdf

•1ha あたり 2.4tCO2/年と仮定(*1)森林
•マイナス10%  (10%-30%)
※カシューナッツ殻を肥料に混ぜゲップのメタン発生削減(*2)★実地実験中カシューナッツ殻

•マイナス30%, 40%, 50%  
※ケースが複数ある、堆肥処理機、畑の方で出す等 機械・・・堆肥処理改善

•マイナス％ ( *3) AG-006 Ver.1.0飼料中アミノ酸制御

•マイナス5％草地適正管理

•マイナス6％放牧実施
•マイナス6.6% 
※28カ月／30カ月肥育期間の短縮/分娩間隔短縮

•牛舎屋根に太陽光パネル設置した削減効果(調査中)太陽光パネル
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2 可視化システムのプログラムコーディング

上記の要件を満たすよう「要件定義書」を作成しつつ、事務局と開発者が常時グロー
ズドシステムで意見交換をしながら一体となって、Python3によるプログラム開発・
改修を行った。さらにシステム上取り扱える実用技術（とその実施割合）の項目を増
やすべく情報等の精査を行い、プログラムに反映した。

3 多様な実用技術等の反映

可視化システムver.1.002においては、将来的な拡張性を十分確保しつつ、１）森林
所有、２）カシューナッツ殻液（CNSL）、３）排せつ物処理方法、４）放牧（草地適
正管理）、５）肥育期間短縮、６）太陽光パネルの６項目を入力できるようにコードし
た。（図４　コード760行目参照）

4 ウォータフォールグラフの採用

利用生産者等に自らの取組がどの程度経営全体のGHG削減に寄与をしているのかを
可視化するため、当初構想のとおり、ウォータフォールグラフを表示させ、国際ルー
ルに従ってCO2換算のGHG排出量、削減量の数値を表示した（単位は年当たり換算排
出量であり、単位はt-CO2e／年）（図５　肉用牛経営の出力事例グラフ参照）。

図3　引用文献等一覧

日本国温室効果ガスインベントリ報告書2022年 
https://cger.nies.go.jp/publications/report/i160/

方法論 AG-002（ver.1.2）  家畜排せつ物管理方法の変更 
https://japancredit.go.jp/pdf/methodology/AG-002_v1.2.pdf

Ｊ－クレジット制度について方法論　-   農業/森林 
https://japancredit.go.jp/about/methodology/

温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度（※EEGS） 
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/

温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル （畜産編）平成23年７月 
https://www.maff.go.jp/j/chikusan/kankyo/taisaku/pdf/ontaihou_manu.pdf

林野庁　 分野別情報> 地球温暖化防止に向けて>よくある質問 
https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/con_5.html#Q1%20森林
吸収量はどのように算定するのですか

牛の個体識別情報検索サービス 
https://www.id.nlbc.go.jp/
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5 肉用牛経営のテータ等を用いた計算・表示例

１で示した調査対象となったある肉用牛肥育経営について、ウォータフォールグラフ
を表示した。当該経営ではインベントリーによる算定では年間２千トン程度のGHGを
排出しているものの、適切な堆肥処理の実施、肥育期間の短縮によって12%程度GHG
排出量の削減が実現していることが分かる。

6 地球温暖化対策法に基づく報告の支援

　法律では、温室効果ガスの種類ごとにCO2換算で年間３千トンを超える場合には報
告する必要があるとされている。肉用牛生産においても、飼養頭数が非常に多い場合
には該当する可能性がある。このため、該当する場合は、可視化システムを利用して
簡便に環境省への報告様式が出力できるようにプログラムした。

7 利用生産者等からの要請への当面の対応

１の⑤利用生産者等への情報提供の方法の項で記述したとおり、利用生産者等から
可視化システムの利用について要請があった場合は、全国肉牛事業協同組合の事業担
当者まで、組合HPの問合せコーナー経由で連絡を頂くこととする。
　利用生産者等及び事業担当者の対応は次のとおりとなる。
①�利用生産者等は、個体識別センターに依頼し繋養牛リスト（CSV）の提供を受け、
事業担当者へメール等で送信頂く（図６及び図７参照）。

②�加えて、GHG削減実用技術の導入状況等について把握するため、事業担当者からの
質問に、対面、相談システム等の手段で応答頂く。

③�事業担当者は、繋養牛リストとGHG削減実用技術等に係るデータの入力を行い、当
該経営のGHG排出量、取組ごとの削減量、達成後のGHG排出量等を計算し、ウォー
タフォールグラフで可視化して、利用生産者等へ送付する。

④�利用生産者等はその可視化データをもとに、経営としてのGHG削減への取組をさら
に進める。

⑤�必要があれば定期的にこの点検を繰り返すことによって肉用牛生産由来のGHGの排
出量を削減していく。

⑥�また、地球温暖化対策法に基づく報告を行う必要がある経営については、事業担当
者が報告支援を行う。

8 その他可視化システムを利用した様々な経営課題の解決

国連がACT NOWの動きを進める等、今後さらに肉用牛経営を巡る環境は厳しさを
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増してくると思われます。可視化システムの応用の場があると思われれば、気軽に事
業担当者にお問い合わせをお願いします。
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図4　可視化システム（ver1.2）プログラムコード（抜粋）
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図6　牛個体識別情報の提供

図5　肉用牛生産における計算・表示例
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図7　繋養牛リスト提供を受けるための家畜改良センターへの請求書様式

記入例 

別紙２（第４条（ ）関係）（（自自己己のの管管理理者者牛牛群群情情報報をを請請求求）） 

独立行政法人家畜改良センター牛個体識別全国データベース利用請求書

令和○○年○○月○○日

独立行政法人家畜改良センター理事長 殿

利用者（牛の管理者）

氏名又は名称

株式会社○○ファーム

代表 ○○ ○○

管理者等

コード番号

「独立行政法人家畜改良センター牛個体識別全国データベース利用規程」第４条

の規定に基づき、下記について請求します。

記

１ 利用目的

具体的な目的（飼養状況の確認、納税申告の資料作成、○○事業参加要件の

確認等）を記入

２ 利用する情報の範囲

令和○年○月○日時点（令和○年○月○日～○月○日の期間）の飼養牛一覧

３ 利用者（牛の管理者）の連絡先

・電話番号：

・メールアドレス：

４ 情報提供の方法

・提供方法： □ ☑電子メール □郵送

・提供形態： ☑データファイル □画像ファイル □印刷物

５ その他

○○市役所に提出

注）取得した情報を、第三者へ提出する場合は、提出先を記入してください。

（日本工業規格Ａ４）

牛個体識別台帳に登録されている氏名

又は名称（法人等の場合は代表者氏名

まで）と管理者等コード番号を記入 

必要な情報の範囲を詳細に記入 

（別添として様式等を添付することも可能） 

特に提供項目の記載がない場合はセンターで

用意した内容で提供します 

提供データのファイル形式（Excel 又は CSV）、パスワードの指定、

提供時期などの希望や留意事項を記入 
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